
検討を要する福祉用具の種目について

【継 続】

介護保険福祉用具・住宅改修評価検討会

第２回（R４.３.２） 資料４



■ 検討の対象とする福祉用具
（令和２年度第４回評価検討会で「評価・検討の継続」としたもの）

提案件数 １件

分 類（事務局） 製 品

１．入浴 ①入浴用補助椅子 A
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検討の視点 提案の概要 委員の意見

【有効性】
○利用対象者が明確であ
る。

○主たる使用場面が示さ
れている。

○自立の促進又は介助者
の負担の軽減の効果が
示されている。

○利用対象者
要支援１～要介護５のうち、
(1) 膝関節症や片麻痺により、浴槽へのまたぎや立ち座り動作が

困難な者。
(2) 心臓疾患や呼吸器系疾患によりお湯に浸かる行為が身体に負

担があり、入浴できない者。

○使用場所
・浴室で使用する用具

○利用効果
(1) 利用者の入浴動作の負担軽減
(2) 介護者の負担軽減

（利用対象者）
○利用対象者像は明確である。

〇前回の提案では利用対象者は要介護３・４に限定されていたが、
今回は要支援１～要介護５までに変更された理由が示されていない。

○利用対象者の(2)については異論がないが、(1)については対象が
幅広く、便利な機能なだけに、入浴用補助椅子よりもシャワー付き
入浴用補助椅子が一般化してしまう恐れがあるのではないか。

○浴槽へのまたぎや立ち座り動作が困難な者の範囲が不明確。具体
的には、対象者は（２）に限定するか、「○○などの理由により入
浴ができない者、入浴ができない頻度が極めて高い者」としたほう
がいいかもしれない。

（使用場面）
○簡易浴槽では設置の容易さが求められるが、水回りの設置も含め
て、浴室に都度設置が可能という理解でよいか。

（利用効果）
○効果は入浴動作の負担軽減、入浴回数の増加等が示されている。

○当該機器は、在宅高齢者の入浴介助を支援し、要介護者の保清と
介護者の負担軽減に寄与するもの。通常のシャワー浴に比べても、
身体全体により一様にシャワーを浴びることができると考える。

○介護負担軽減の観点では、介護者は道具の設置（シャワーノズル
の付け替え等）や常時見守りは必須と考えられ、負担は軽減されて
いないのではないか。

①入浴用補助椅子A 介護保険：特定福祉用具購入の簡易浴槽の中の定義【空気式又は折りたたみ式等で容易に移動できるものであって、取水
又は排水のために工事を伴わないもの】に「なお、入浴用いすの形状も含む」を追加。利用者の安全な入浴支援、また介
助者の負担軽減効果が期待できる。さらには介護保険の給付費抑制を目的とし、提案する。

要件１．要介護者等の自立の促進又は介助者の負担の軽減を図るもの ※利用安全性を含む

福祉用具の検討内容 □ 新規種目・種類 ■ 拡充・変更 □その他

Ⅰ．介護保険制度における福祉用具の範囲 ※「提案の概要」は提案者の記載を転記。

R2継続：分類１－１
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検討の視点 提案の概要 委員の意見

【有効性】
○利用対象者が明確である。
○主たる使用場面が示され
ている。

○自立の促進又は介助者の
負担の軽減の効果が示さ
れている。

○実証データを示している。
・対象 ・方法
・指標 ・結果
・結果に基づいた提案と
なっている。

※機能訓練の効果について
は、心身機能に関する効
果のみではなく、活動や
参加に資するものを示し
ていること。

○エビデンスデータ
■アンケート調査（追加）
【対象】
・在宅で暮らす要支援１～要介護５の高齢者14名

要支援１：１人 要支援２：４人 要介護２：３人
要介護３：２人 要介護４：３人 要介護５：１人

・疾患別内訳
膝関節疾患 ５名 ※内1名
進行性疾患 ２名 ※内1名
脳血管障害（麻痺等） ２名
下肢筋力低下 １名
心疾患または透析 ２名（※４名）
症状記載なし ２名

※心疾患等を有する者：膝関節疾患、進行性疾患者に各1名

【方法】
・貸与事業者12社による購入者に対するアンケート（12名）
既存の購入者に対する調査･･･最大２年間使用中。

・調査会社によるモニター利用者に対するアンケート（２名）
利用開始から一週間後にアンケートを実施。

【結果】
①入浴動作の負担軽減の効果について
・14名のうち９名が「効果あり」と回答。
・内訳 膝関節疾患 ４名※／５名

進行性疾患 １名※／２名
脳血管障害（麻痺等） １名 ／２名
下肢筋力低下 １名 ／１名
心疾患または透析 １名 ／２名
症状記載なし １名 ／２名

※心疾患等を有する4名では、３名が「効果あり」と回答。
内、2名が入浴回数が増えた。

・「効果なし」の５名は、従来シャワー浴を行っており、もと
もとまたぎ動作等の入浴時負担がない者だった。

○調査結果の人数は少ないものの、事例的には利用効果が示されて
いる。

○利用・アンケート調査結果の追加の整理によって、どのような介
助行為が軽減されて、どの程度介助者の負担軽減につながったの
か、具体的な事例が認められるのではないか。

○「入浴補助用具（入浴用いす）」ではなく「簡易浴槽」としての
整理としての提案であるため、利用効果については、(1)「利用者
の入浴動作の負担軽減」、(2)介護者の負担軽減だけでなく、「入
浴効果」のエビデンスデータも必要ではないか。

〇「浴槽入浴を代替する」目的で使用される「簡易浴槽」の区分に
「入浴用いすの形状を含む」として整理する提案がなされている
以上、当該機器に求められる有効性については シャワー温浴に
より、皮膚をきれいにして清潔を保つ等の「浴槽入浴を代替する
効果」について、安全性については、浴槽入浴の際に体にかかる
付加や浮力効果がないことによる影響等について安全性が示され
る必要があると考えられる。このため、現時点での調査結果のみ
では、「入浴動作の負担軽減効果」及び「介護負担の軽減効果」
のデータは十分ではないものと考えられる。

○実証データが示されていない。利用対象者の状態像と効果につい
て、比較可能なデータを示す必要がある。

○効果の調査方法には不十分な部分もあるのではないか。浴槽浴入
浴に困難があるが安定した座位の取れる要介護者であれば、介護
者の負担度は計測可能（例：心拍などのバイタル、リストバンド
型活動量計など。）通常の浴槽入浴、通常のシャワー入浴、この
機器を用いた入浴の自己対照試験を臨床試験として行えばよいの
ではないか。

○在宅での使用前、使用後の比較、あるいは使用者と非使用者の比
較を、定量的なデータを用いて検討していない。介護負担の軽減
および利用者の活動量の増加を、統計学的に示したのちに再提出
が必要ではないか。
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検討の視点 提案の概要 委員の意見

【有効性】
○利用対象者が明確である。
○主たる使用場面が示され
ている。

○自立の促進又は介助者の
負担の軽減の効果が示さ
れている。

○実証データを示している。
・対象 ・方法
・指標 ・結果
・結果に基づいた提案と
なっている。

※機能訓練の効果について
は、心身機能に関する効
果のみではなく、活動や
参加に資するものを示し
ていること。

②介護負担の軽減効果について
・14名のうち12名が「効果あり」と回答。
・内訳 膝関節疾患 ４名※／５名

進行性疾患 １名※／２名
脳血管障害（麻痺等） ２名 ／２名
下肢筋力低下 １名 ／１名
心疾患または透析 ２名 ／２名
症状記載なし ２名 ／２名

※心疾患等を有する4名では、３名が「効果あり」と回答。
・浴槽利用がなくなったことで、立ち上がりやまたぎ動作
の見守り・補助が軽減した。

・身体を温めるためにシャワーで行っていたかけ湯行為が
軽減した。

・「効果なし」の２名は、従来介助なしで入浴しており、
もともと介助負担のなかった者と、本機器利用後も浴槽浴
及びそれに伴う介助を継続した者の２名だった。

③入浴介助時間の軽減効果について
・14名のうち10名が「効果あり」と回答。
・内訳 膝関節疾患 ３名／５名

進行性疾患 １名／２名
脳血管障害（麻痺等） １名／２名
下肢筋力低下 １名／１名
心疾患（透析） ２名／２名
症状記載なし ２名／２名

・心疾患を有する４名では、２名が「効果あり」と回答。
・10分～30分の軽減がみられた。

【まとめ】
①利用対象者（１）では、調査対象者の6割に入浴動作の負担軽
減及び介護者の8割以上に介護負担の軽減が見られた。

②利用対象者（２）では、調査対象者は4名中３名に入浴動作の
負担軽減、入浴回数の増加及び介護負担の軽減が見られた。

○「入浴時間の軽減効果」についても、時間短縮した場合の温浴
効果等についても検証されるべきである。

○入浴の代替として十分な効果があるか、長期間の利用が期待で
きるかは十分に検証する必要がある（購入品目になるので、長
期間活用できないと無駄になる）。どんな環境であれば効果的
に活用できるのか、例えば、寒いと感じずに利用できるには浴
室の室温がどの程度である必要があったかなどの環境因子も、
検証データとして記録すべきではないか。

○それにより、利用に適した季節、地域、家の作りなどが判断し
やすくなると考えられる。
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検討の視点 提案の概要 委員の意見

【利用の安全性】
○ 利用が危険と考えられる
心身の状況が示されてい
る。

○使用上のリスクが示され､
対応している。

○安全に使用するための注
意事項が示されている。

（想定されるリスクに対す
る注意や警告を含む）

○危険が生じると考えられ
る、仮説に対する対応策
が示されている。

○洗浄・消毒・保守(メンテ
ナンス)方法が記載されて
いる。

○リスクアセスメント（対象者、使用方法）
・ シャワーチェアにシャワー浴の代替機能を付加した製品
であり、危険な心身の状態についても既存のシャワーチェ
ア相当である。福祉用具専門相談員なら、十分に選定可能
と考える。

○取扱説明書の内容
・ 水温の確認に対する方法、体重（100kg）制限な注意事
項等が記載されている。

・ 一般的な注意事項が記載されている。
・ 手入れの仕方が記載されている。

○メンテナンス方法
・ （記載なし）

（リスクアセスメント）
○安全性については、入浴補助具で保険給付の対象となっている入浴
用椅子と同等の安全性が担保されていること、シャワーの水温に関
する確認方法が明記されている。

○シャワーチェアにシャワーを取り付けている分、転倒の危険性があ
るように考えられるが、その点について配慮が必要ではないか。

○入浴椅子については、一定の工学的な基準があるものの、付属する
シャワーヘッドについては、高齢者が強く握ったり、寄りかかった
りすることのないよう、注意喚起が必要ではないか。

○シャワーアームが付属されたことによる、利用者及び介護者の接触
に伴う安定性・転倒の危険性などについての検証結果はあるか。
また、湯温・水圧の調整における危険リスクに関する検証結果はあ
るか。

○洗浄・消毒・保守（メンテナンス）記載は、最低限必要ではないか。
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委員の意見

（保険適用の合理性の考え方：一般国民との公平性や経済性、有効性、保険給付への影響等の観点から、以下の視点を基に総合的に勘案する。）
①日常生活における機能として欠かせない。②日常生活に不可欠な機能に無関係な機能を伴わない。③他のサービスや製品等の代替が原則困難である。
④一般的に低価格なものではないもの。⑤複合機能がある場合は、本来の機能と一体不可分（補完的役割）であり、日常生活における機能として欠かせない。

○浴槽入浴の代替手段として、入浴機会の確保や増加、浴槽へのまたぎや立ち座り動作の際のリスク低減・介助負担軽減につながることが見込まれることから、簡易
浴槽の定義に位置付けて「入浴用いすの形状を含む」とするのが妥当ではないか。

○効果検証の対象者数は少ないものの、利用対象者は明確に示され、本人及び介護者ともに一定の効果が認められる事例を示すことができた。

○現在「通所系サービス（在宅含む）入浴のあり方」が検討されており、「在宅でもお風呂に入る」事を目指している流れの中で、本機器が保険給付対象とするに足
るものであることを明確に示す必要がある。

○便利な機能であるが故に普及している入浴用いすからシャワーアーム付きの入浴用いすへの移行が顕著となる可能性が高く、この点について浴槽入浴が可能な方が
安易にシャワー浴を選択してしまう付加機能とならないよう、対象者を明確にする必要がある。

○現状のアンケート調査では、件数、内容について不十分であり、有効性・安全性については定量的な検証を行う必要がある。
○在宅での使用前、使用後の比較、あるいは使用者と非使用者の比較による定量的なデータが必要。介護負担の軽減および利用者の活動量の増加を、統計学的に示す
必要がある。

〇こうした「浴槽入浴を代替する」目的で使用される「簡易浴槽」の区分に「入浴用いすの形状を含む」として整理する提案がなされている以上、当該機器に求めら
れる「有効性・安全性」において、有効性については、「浴槽入浴を代替する効果」について示される必要がある。このため、現時点での「入浴動作の負担軽減効
果」及び「介護負担の軽減効果」データでは十分ではないものと考えられる。

○シャワーチェアにシャワーが取り付けられている構造なので、高齢者が強く握ったり、寄りかかったりすることのないよう、使用上の注意喚起が必要。

Ⅱ．総合的評価（案） ※保険適用の合理性の観点を踏まえた要件１から要件７までの総合的な評価。

１
有効性・安全性

２
一般用品

３
医療機器

４
在宅で使用

５
補装具

６
利用促進

７
工事を伴う

△ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○前回の評価（利用対象者像に対して、軽減された具体的な介助行為の内容やその程度の提示の必要性）について、追加で提出されたデータは一定程度整理されてお
り、居宅における入浴支援に資するものであると評価された。しかし、今回行われたアンケート調査はユーザーの主観的内容を聞き取ったものであり、「客観的測
定法」として、指標を用いた質問紙等を活用した量的データを分析し、結果を示す必要がある。

○また、簡易浴槽としての有効性・安全性（入浴の代替効果等）を示すためには、今回整理した対象別に、効果に関する定量的な数値の変化等を客観的に示す検証が
必要である。

評価検討会結果（案） □ 可 （ □新規種目・種類 □拡充・変更 ） ■ 評価検討の継続（再） □ 否
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令和３年３月９日
介護保険福祉用具・住宅改修評価検討会 資料４

（関係部分抜粋）

参考



検討の視点 提案の概要 委員の意見

【有効性】
○利用対象者が明確である。
○主たる使用場面が示され
ている。
○自立の促進又は介助者の
負担の軽減の効果が示され
ている。
○実証データを示している。
・対象 ・方法
・指標 ・結果
・結果に基づいた提案と
なっている。

※機能訓練の効果について
は、心身機能に関する効果
のみではなく、活動や参加
に資するものを示している
こと。

〇利用対象者
・要介護３・４（基本的に介助者有り）
・①心臓や循環器系に不安のある方（浴槽浴ができない方）
②足の骨折や片麻痺、パーキンソン病、関節疾患など、浴
槽の跨ぎ動作に不安のある方

○使用場面
・浴室で使用する用具

○利用効果
・在宅での入浴頻度の増加
・浴槽に入らないでも暖まることが可能

○介助者の負担軽減効果
・利用者の入浴動作の負担軽減

○エビデンスデータ
・利用効果について実証
【対象】利用者（購入者） 19名 要支援１～要介護4
【方法】アンケート調査

・対象者の入浴頻度
・介助者の感想

【結果】・在宅での入浴が可能となった、入浴頻度の増加
・介助者の負担軽減：15/18名、入浴介助時間の短
縮（10分）

・温浴効果について実証
【対象】健常者 19名
【方法】浴槽・ハンドシャワーと比較したアンケート調査
【結果】心拍・血圧変動が少なく、身体的負担が少ないこと

を確認

○特定福祉用具購入としてすでに種目として認められている
入浴用椅子にシャワーアームが付属した用具であることをど
のように整理するか。

○特定福祉用具に付属品の概念は含まれない。シャワーチェ
アの付属品としての位置づけは無理がある。種目として、特
定福祉用具に付属品の概念がないからである。シャワーチェ
アと一体化した用具としての位置づけが可能である。

○要介護３・４に限定する根拠についてどう考えるか。

○浴槽を使用しなくなることが自立に資することになるのか
議論が必要ではないか。

○提案する対象者の介護度と整合性がない。

○介助者の負担軽減について、当該機器の機能により、どの
ような介助行為が軽減したのか、どのような時間が短縮され
たのか示す必要があるのではないか。

○温浴効果のための用具は､福祉用具になじまない。

①入浴用補助椅子A 介護保険：特定福祉用具購入の簡易浴槽の中の定義【空気式又は折りたたみ式等で容易に移動できるものであって、
取水又は排水のために工事を伴わないもの】に「なお、入浴用いすの形状も含む」を追加。利用者の安全な入浴支
援、また介助者の負担軽減効果が期待できる。さらには介護保険の給付費抑制を目的とし、提案する。

要件１．要介護者等の自立の促進又は介助者の負担の軽減を図るもの ※利用安全性を含む

福祉用具の検討内容 □ 新規種目・種類 ■ 拡充・変更 □その他

Ⅰ．介護保険制度における福祉用具の範囲 ※「提案の概要」は提案者の記載を転記。

分類１－１
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要件２．要介護者等でない者も使用する一般の生活用品でなく、介護のために新たな価値付けを有するもの

検討の視点 提案の概要 委員の意見

○一般の生活用品ではな
い。
○介護のための新たな付
加価値を付与したもの。
○無関係な機能が付加さ
れていない。

○一般用品との区別
○機能の範囲
・入浴補助椅子にシャワーアームが付属した福祉用具である。

○入浴補助用具である入浴用椅子にシャワーアームが付属した
用具であり、個人の趣向に基づくオプション機能として考える
ことが妥当ではないか。
○温浴効果を目的とするならば、一般商品に該当するのではな
いか。

検討の視点 提案の概要 委員の意見

○医療機器ではない。
○日常生活の場面で使用
するもので特別な訓練を
経ずとも安全に使用が可
能である。

○医療機器との区別
・医療機器には該当せず、日常生活場面で使用するもの。

○特別な訓練の必要性
・（記載なし）

検討の視点 提案の概要 委員の意見

○在宅での利用を想定し
ているもの。

○在宅で使用
・在宅での使用を想定している。

要件３．治療用等医療の観点から使用するものではなく、日常生活の場面で使用するもの

要件４．在宅で使用するもの

【利用の安全性】
○ 利用が危険と考えら
れる心身の状況が示され
ている。
○使用上のリスクが示さ
れ､対応している。
○安全に使用するための
注意事項が示されている。
（想定されるリスクに対
する注意や警告を含む）
○危険が生じると考えら
れる、仮説に対する対応
策が示されている。
○洗浄・消毒・保守(メ
ンテナンス)方法が記載
されている。

○リスクアセスメント（対象者、使用方法）
・（記載なし）

○取扱説明書の内容
・水温の確認に対する方法、体重（100kg）制限な注意事項
等が記載されている。
・一般的な注意事項が記載されている。
・手入れの仕方が記載されている。

○メンテナンス方法
・（記載なし）

○危険な心身の状況は、記載されていない。

○循環器系等の方を対象としているが、安全に利用できること
を示す必要があるのではないか。
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検討の視点 提案の概要 委員の意見

○給付対象となること
により、市場への供給
が高まり、利用が促進
されるもの（経済的負
担を伴う）。

○希望小売価格
・98,000円

○類似製品の価格 ※該当がある場合、事務局で記載。
・10,000円～30,000円

○デイサービス等の利用が難しい方の例があるが、訪問介護等
の代替が考えられるのではないか。

検討の視点 提案の概要 委員の意見

○取り付けに住宅改修工
事を伴わない。
○持ち家と賃貸住宅に差
がない。

○住宅改修工事の該当有無
・住宅改修工事を伴うものではない。
○差が無い。
※シャワーのない、給水蛇口からも取り付け可能

○※取付用金具・アダプターの購入が別途必要。

要件６．ある程度の経済的負担があり、給付対象となることにより利用促進が図られるもの

要件７．取り付けに住宅改修工事を伴わず、賃貸住宅の居住者でも一般的に利用に支障のないもの

１
有効性・安全性

２
一般用品

３
医療機器

４
在宅で使用

５
補装具

６
利用促進

７
工事を伴う

△ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（保険適用の合理性の考え方：一般国民との公平性や経済性、有効性、保険給付への影響等の観点から、以下の視点を基に総合的に勘案する。）
①日常生活における機能として欠かせない。②日常生活に不可欠な機能に無関係な機能を伴わない。③他のサービスや製品等の代替が原則困難である。
④一般的に低価格なものではないもの。⑤複合機能がある場合は、本来の機能と一体不可分（補完的役割）であり、日常生活における機能として欠かせな
い。

○簡易浴槽として提案されているが、特定福祉用具購入として認められている入浴補助用具である入浴用いすにシャワーアームが付属した用具である。
○シャワーアームが付属されたことによって介助者の負担が軽減されたとあるが、アンケート調査による該当の有無に留まっており、具体的な軽減効果が
示されていないため、示されている利用対象者に対して、どのような介助行為が軽減されて、どの程度介助者の負担軽減につながったのか、具体的な効
果や事例を示す必要がある。

評価検討会結果（案） □ 可 （ □新規種目・種類 □拡充・変更 ） ■ 評価検討の継続 □ 否

検討の視点 提案の概要 委員の意見

○要介護者・要支援者の日常生
活動作の支援を目的としている。
○身体機能そのものを代行・補
填するものではない。
○補装具との区別が明確である。
※低下した特定の機能を補完す
ることを主目的としない。

○補装具との区別
・補装具には該当しない。

○リハビリ機器との区別
・リハビリ機器には該当しない。

要件５．起居や移動等の基本動作の支援を目的とするものであり、身体の一部の欠損又は低下した特定の機能を補完することを主
たる目的とするものではないもの

Ⅱ．総合的評価 ※保険適用の合理性の観点を踏まえた要件１から要件７までの総合的な評価。
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